
所得状況、年金受給状況
を証明する添付書類を省
略可能

今後

本人

申請
申請書

市町村Ｂ

情報提供ネットワークシステム
を利用した情報の取得

マイナンバー

福祉事務所を管理し

ていない町村

②都道府県知事が事務を行う場合（住所地が福祉事務所を管理していない
町村の場合）

※転入前市町村

※戸籍等は従前どおり

都道府県
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現状

本人

申請
申請書

市町村Ｂ

福祉事務所を管理し

ていない町村

※転入前市町村

都道府県

添付書類
（所得状況）＋

※転入前市町村

福祉事務所を管理していない町村の場合、支給は都道府県知事が行うとともに、申請の受理や事実の審査は町村長が行うこととなっている。こ
れを踏まえ都道府県知事及び町村長において、情報提供ネットワークシステムを利用して所得情報等を照会することが可能である。（一般的には
町村において照会を行ってから都道府県に提出することになると考えられる。）

日本年金機構

所得情報や年金給付関係情報を情報連携する場合のイメージ

年金給付関係情報を照会・提供

日本年金機構

※想定されるパターンのいくつかを例示したもの。本資料を
参考に各自治体に応じた具体的なフローを検討されたい。ま
た、本人確認措置を行う主体については記載を省略している。



１．番号利用の概要
認定請求書にマイナンバーの記載欄を追加し、認定請求を受ける際に対象者のマイナンバーを取得し、管理することとなる。

２．情報連携の概要
認定のための審査において、情報提供ネットワークシステムを利用して、地方税関係情報（転入前市町村から）等を取得する。

例）児童手当の受給資格の認定請求

現状 今後

市町村A

認定請求書 添付書類
（所得情報）＋

認
定
請
求

市町村B

所得情報を情報連携する場合のイメージ

※転入前市町村

認定 市町村A 市町村B

※転入前市町村

情報提供ネットワークシステム
を利用した情報の取得

※その他の添付書類は従前どおりマイナンバー

認定請求書

認
定
請
求

57

※想定されるパターンのいくつかを例示したもの。本資料を
参考に各自治体に応じた具体的なフローを検討されたい。ま
た、本人確認措置を行う主体については記載を省略している。



番号利用・情報連携の概要

ー 国民健康保険 ー
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国民健康保険分野におけるマイナンバー利用・情報連携

主な手続の例
マイナンバーの利用例
（番号利用法別表第１）

情報提供ネットワークシステムを利用した
他の行政機関等との情報連携の例

（番号利用法別表第２）

被保険者の資格取得の届出の受
付

届出書にマイナンバーの記載欄を追加
し、届出を受ける際に、対象者のマイナ
ンバーを取得し、管理

届出の審査の際に、情報提供ネットワークシ
ステムを利用して、前医療保険者の資格喪
失情報等を取得する。

保険料の賦課 （市町村において、マイナンバーを利用し
て対象者を管理）

市町村において保険料を賦課する際に、情
報提供ネットワークシステムを利用して、地
方税関係情報（転入前市町村から）等を取
得する。

高額療養費の支給申請の受付 申請書にマイナンバーの記載欄を追加
し、申請を受ける際に、対象者のマイナ
ンバーを取得し、管理

（情報提供ネットワークシステムを利用して、
地方税関係情報（転入前市町村から）を取
得する。）
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１．番号利用の概要
国民健康保険の資格取得届にマイナンバーの記載欄を追加し、届出を受ける際に、対象者のマイナンバーを取得し、管理

することとなる。

２．情報連携の概要
資格取得届の審査の際に、上記により取得したマイナンバーにより、情報提供ネットワークシステムを利用して、前医療保険

者から資格喪失に関する情報を取得する。

国民健康保険分野における番号利用・情報連携の手続例

例） 国民健康保険の資格取得の届出、受理

現状 今後

市町村

本人

申請書 添付書類
（喪失証明）＋

③
届
出

④
保
険
証
交
付

健康保険組合

事業主

資
格
喪
失
届

資
格
喪
失
通
知

①資格喪失証明書
交付申請

②交付

市町村

本人

申請書

③
届
出

④
保
険
証
交
付

健康保険組合

事業主

資
格
喪
失
届

資
格
喪
失
通
知

資格喪失を証明する
添付書類を省略可能

マイナンバー

情報提供ネットワークシステム
を利用した情報の取得

資格喪失情報等を情報連携する場合のイメージ
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※想定されるパターンのいくつかを例示したもの。本資料を
参考に各自治体に応じた具体的なフローを検討されたい。ま
た、本人確認措置を行う主体については記載を省略している。



番号利用・情報連携の概要

ー 後期高齢者医療 ー
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後期高齢者医療制度におけるマイナンバー利用・情報連携【市町村】

主な手続の例
マイナンバーの利用例
（番号利用法別表第１）

情報提供ネットワークシステムを利用した
他の行政機関等との情報連携の例

（番号利用法別表第２）

被保険者の資格取得の届出の受
付

届出書にマイナンバーの記載欄を追加
し、届出を受ける際に、対象者のマイナ
ンバーを取得し、管理
庁内連携として、構成市町村より後期
高齢者医療広域連合へ、資格取得対
象者（75歳到達者）の情報を提供する
際は、マイナンバーも併せて提供。

－

限度額適用・標準負担額減額認
定の申請の受付

申請書にマイナンバーの記載欄を追加
し、申請を受ける際に、対象者のマイナ
ンバーを取得し、管理

－

高額療養費の支給申請の受付 申請書にマイナンバーの記載欄を追加
し、申請を受ける際に、対象者のマイナ
ンバーを取得し、管理

－

62



１．番号利用の概要
申請書にマイナンバーの記載欄を追加し、申請を受ける際に、対象者のマイナンバーを取得し、管理することとなる。

２．情報連携の概要
認定の審査の際に、上記により取得したマイナンバーにより、広域連合が情報提供ネットワークシステムを利用して、地方税

関係情報（転入前の市町村から）を取得する。

後期高齢者医療制度における番号利用・情報連携の手続例

例） 限度額適用・標準負担額減額認定

現状 今後

後期高齢者医療広域連合

本人

申請書 添付書類
（所得証明）＋

①
申
請

②
認
定
証
交
付

市町村B

本人

申請書

市町村B

所得を証明する添付
書類を省略可能

マイナンバー

情報提供ネットワークシステム
を利用した情報の取得

所得情報を情報連携する場合のイメージ

構成市町村

※入院期間を証する書類等
は従前どおり

※転入前市町村 ※転入前市町村

①
申
請

②
認
定
証
交
付

後期高齢者医療広域連合

構成市町村
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後期高齢者医療広域連合と構成市町村との間の特定個人情報の授受については、「一部事務組合又は広域連合と構成地方公共団体との間
の特定個人情報の授受について（通知）」（平成27年2月13日内閣官房、総務省連名通知）を参照すること。

※想定されるパターンのいくつかを例示したもの。本資料を
参考に各自治体に応じた具体的なフローを検討されたい。ま
た、本人確認措置を行う主体については記載を省略している。



番号利用・情報連携の概要

ー 介護保険 ー

64



介護保険分野におけるマイナンバー利用・情報連携

主な手続の例
マイナンバーの利用例
（番号利用法別表第１）

情報提供ネットワークシステムを利用した
他の行政機関等との情報連携の例

（番号利用法別表第２）

資格取得届 届出書にマイナンバーの記載欄を追加
し、申請を受ける際に、対象者のマイナ
ンバーを取得し、管理

‒

第二号被保険者の被保険者証の
交付申請

申請書にマイナンバーの記載欄を追加
し、申請を受ける際に、対象者のマイナ
ンバーを取得し、管理

申請の際に、情報提供ネットワークシステム
を利用して医療保険者から医療保険資格の
状況を取得する。

保険料の賦課 （市町村において、マイナンバーを利用し
て対象者を管理）

保険料を賦課する際に、情報提供ネットワー
クシステムを利用して、地方税関係情報（転
入前市町村から）等を取得する。
住所地特例対象者の場合には、施設所在
地市町村から地方税関係情報等を取得す
る。

住所移転後の要介護認定 要介護認定申請書等にマイナンバーの
記載欄を追加し、申請を受ける際に、対
象者のマイナンバーを取得し、管理

認定の際に、情報提供ネットワークシステム
を利用して、転入前市町村の要介護認定の
状況等を取得する。

高額介護サービス費の支給申請 申請書にマイナンバーの記載欄を追加
し、申請を受ける際に、対象者のマイナ
ンバーを取得し、管理

（情報提供ネットワークシステムを利用して、
地方税関係情報（転入前市町村から）等を
取得する。）※保険料賦課に係る所得情報
活用が基本
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１．番号利用・情報連携の概要
介護保険料賦課にあたり、他の市町村より転入してきた者については、情報提供ネットワークシステムを活用して、介護保険

料算定の基礎となる地方税関係情報等を１月１日に住民票があった転入前市町村から取得。

介護保険における番号利用・情報連携の手続例

例） 転入者（第１号被保険者）の介護保険料算定

現状 今後

市町村Ｂ市町村Ａ

地方税関係情報等
の照会・回答

転入届

※転入前市町村

市町村Ｂ市町村Ａ

転入届

※転入前市町村

情報提供ネットワークシステム
を利用した情報の取得

回答作業時間が縮減照会作業時間が縮減

地方税関係情報を情報連携する場合のイメージ
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地方税関係
情報等

※想定されるパターンのいくつかを例示したもの。本資料を
参考に各自治体に応じた具体的なフローを検討されたい。ま
た、本人確認措置を行う主体については記載を省略している。



１．番号利用・情報連携の概要
介護保険料賦課にあたり、他市町村に所在する介護保険施設（特別養護老人ホーム等）に入所しているために住所地特例

の対象となり、保険者市町村が地方税関係情報等を把握できない者（住所地特例対象者）については、情報提供ネットワーク
システムを活用して、地方税関係情報等を施設所在地市町村から取得可能となる。

例） 住所地特例対象者における介護保険料賦課

現状 今後
情報提供ネットワークシステム

を利用した情報の取得

住所地特例
対象者

市町村Ｂ市町村Ａ

特別養護老人
ホーム等

住所地特例
対象者

市町村Ｂ市町村Ａ

特別養護老人
ホーム等

回答作業時間が縮減

照会作業時間が縮減

地方税関係情報を情報連携する場合のイメージ

※施設所在地市町村 ※施設所在地市町村
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※保険者市町村 ※保険者市町村

地方税関係情報等
の照会・回答

地方税関係
情報等

※想定されるパターンのいくつかを例示したもの。本資料を
参考に各自治体に応じた具体的なフローを検討されたい。ま
た、本人確認措置を行う主体については記載を省略している。



番号利用・情報連携の概要

ー 健康管理 ー
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健康管理分野におけるマイナンバー利用・情報連携

主な手続の例
マイナンバーの利用例
（番号利用法別表第１）

情報提供ネットワークシステムを利用した
他の行政機関等との情報連携の例

（番号利用法別表第２）

予防接種実施の記録 予防接種に関する記録の作成、保存に
ついて、記録事項にマイナンバーが追加
される

‒
※自治体間の予防接種記録の情報連携も可能とするため
の番号利用法の改正法案を今国会に提出しているところ。

感染症入院医療費の支給申請 申請書にマイナンバーの記載欄が追加
され、申請を受ける際に、対象者のマイ
ナンバーを取得し、管理

審査の際に、情報提供ネットワークシステム
を利用して、地方税関係情報（市町村から）
を取得する。

現状 今後

市町村Ａ

四種混合 月／日

肺炎球菌 月／日

麻しん、風しん 月／日

・・・ ・・・

氏名 ○○ ○○
生年月日 平成○年○月○日

例） 予防接種実施の記録

市町村Ａ

四種混合 月／日

肺炎球菌 月／日

麻しん、風しん 月／日

・・・ ・・・

氏名 ○○ ○○
生年月日 平成○年○月○日

マイナンバー

※自治体間の予防接種記録の情報連携も可能とするための番号利用法の改正法案を今国会に提出しているところ。
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※想定されるパターンのいくつかを例示したもの。本資料を
参考に各自治体に応じた具体的なフローを検討されたい。ま
た、本人確認措置を行う主体については記載を省略している。



番号利用・情報連携の概要

ー 国民年金 ー
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国民年金におけるマイナンバー利用・情報連携【市町村】

主な手続の例
マイナンバーの利用例
（番号利用法別表第１）

情報提供ネットワークシステムを利用した
他の行政機関等との情報連携の例

（番号利用法別表第２）

第１号被保険者の資格取得届・種
別変更届

届出書にマイナンバーの記載欄を追加し、
届出を受ける際に、対象者のマイナン
バーを取得し、管理

－

※日本年金機構において、情報提供ネット
ワークシステムを利用して地方税関係情報
（市町村から）、住民票関係情報（市町村か
ら）等を取得

保険料免除の申請受付 申請書にマイナンバーの記載欄を追加し、
届出を受ける際に、対象者のマイナン
バーを取得し、管理

学生等の保険料納付特例の申請
受付

申請書にマイナンバーの記載欄を追加し、
届出を受ける際に、対象者のマイナン
バーを取得し、管理

老齢基礎年金、障害基礎年金、遺
族基礎年金等の裁定請求受付

申請書にマイナンバーの記載欄を追加し、
届出を受ける際に、対象者のマイナン
バーを取得し、管理
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